
○東海村創業者向け事務所等開設支援補助金交付要綱 

令和２年３月３１日 

告示第８０号 

東海村創業者向け事務所等賃料等補助金交付要綱（平成２９年東海村

告示第３５号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，地域で育った創業者が村内において安定的な事業

を行えるようにするため，創業者が自ら開設する村内の事務所等に係

る経費に対し，予算の範囲内において補助金を交付することについて，

東海村補助金等交付規則（平成１８年東海村規則第４３号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

（１） 創業者 産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）第２

条第２９項の創業者であって，別に定める東海村創業支援事業計画

に基づく特定創業支援を適切に受けたことにより，経営，財務，人

材育成及び販路開拓に関する知識を習得した者をいう。 

（２） 創業支援期間 法人にあっては，法人設立の日から５年間，

個人事業主及び個人事業主から法人化した場合にあっては，開業届

を提出した日から５年間の期間をいう。ただし，東海村産業・情報

プラザの創業オフィス及びデスクに入居していた創業者にあっては，

当該５年間と当該入居期間を合わせた期間を創業支援期間とする。 

（令６告示１８・一部改正） 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）

は，村内を基盤として自ら事業を営む創業者であって，次の各号のい

ずれにも該当する者とする。 



（１） 東海村創業支援事業計画に基づく特定創業支援を受けたこと

による証明書の交付を受けた後又は東海村産業・情報プラザの創業

オフィス及びデスクに１月以上入居し，法人の設立若しくは開業届

を提出した後，初めて村内において賃借又は自己所有により店舗，

事務所及び工場（以下「事務所等」という。）（仮設，臨時のもの

その他の設置が恒常的でないものを除く。）を開設すること。 

（２） 村税（東海村税条例（昭和３７年東海村条例第１２号）第３

条の普通税及び目的税をいう。以下同じ。）を滞納していないこと。 

（３） 第６条の規定による補助金の交付決定に係る補助対象期間の

満了後おおむね５年間村内において継続して事業を行う予定である

こと。 

（４） 事務所等が居宅と兼用でないこと。ただし，自己所有物件で

あって居宅と兼用する事務所等として固定資産の課税台帳に登記さ

れている場合は，この限りでない。 

（５） 補助対象者が個人事業主であって，事務所等が賃貸による場

合は，貸主が補助対象者の３親等以内の親族でないこと。 

（６） 事務所等が賃貸による場合は，貸主が補助対象者の経営する

会社又は当該グループ会社の役員でないこと。 

（補助対象事業等） 

第４条 補助対象事業，補助対象経費，補助金の額及び補助対象期間は，

別表第１に定めるとおりとする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助対象者は，補助金の交付を申請しようとするときは，東海

村創業者向け事務所等開設支援補助金交付申請書（新規・更新・変更）

（様式第１号）に別表第２に掲げる書類を添えて村長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 前項の規定による申請は，創業支援期間内に限りすることができる。 

（補助金の交付決定） 

第６条 村長は，前条の規定による申請があったときは，当該申請の内



容を審査の上，補助金の交付の適否を決定し，東海村創業者向け事務

所等開設支援補助金交付（不交付）決定通知書（様式第４号）により

当該申請をした補助対象者に通知するものとする。 

２ 村長は，前項の規定による交付の決定に当たり，必要な条件を付す

ることができる。 

（更新） 

第７条 前条の規定により交付決定の通知を受けた補助対象者（以下「補

助決定者」という。）は，年度を超えて引き続き補助金の交付を受け

ようとするときは，補助金の交付決定のあった年度の翌年度の５月末

日までに，第５条に規定する申請書を村長に提出しなければならない。 

２ 前条の規定は，前項の申請書の提出があった場合について準用する。 

（補助金の変更申請） 

第８条 補助決定者は，補助対象期間内において事務所等の賃貸借契約

を更新又は変更したときは，遅滞なく第５条に規定する申請書に更新

又は変更の内容を明らかにする書類を添えて，村長に提出しなければ

ならない。 

２ 第６条の規定は，前項の申請書の提出があった場合について準用す

る。 

（補助金の請求） 

第９条 別表第１に定める賃借事務所等開設賃料等補助事業の賃料に係

る補助金の交付決定を受けた補助決定者は，補助金の交付決定のあっ

た年度の４月から９月までに支払った賃料に係る補助金を前期分とし

て１０月に，１０月から３月までに支払った賃料に係る補助金を後期

分として翌年度の４月に，東海村創業者向け事務所等開設支援補助金

請求書（様式第５号）に当該賃料を支払ったことを証する書類を添え

て村長に請求しなければならない。ただし，前期分を１０月に請求し

ないときは，当該年度については翌年度の４月に一括して請求するこ

とができるものとする。 



２ 別表第１に定める賃借事務所等開設賃料等補助事業の礼金に係る補

助金の交付決定を受けた補助決定者は，速やかに前項に規定する請求

書に当該礼金を支払ったことを証する書類を添えて村長に請求しなけ

ればならない。 

３ 別表第１に定める自己所有事務所等開設奨励補助事業の補助決定者

は，速やかに第１項に規定する請求書に固定資産税及び都市計画税を

納税したことを証する書類を添えて村長に請求しなければならない。 

（補助金の交付） 

第１０条 村長は，前条の規定による請求があったときは，当該請求の

内容を審査し，補助金の交付が適当と認めたときは，前条の規定によ

る請求のあった日の属する月の翌月１５日までに補助金を交付するも

のとする。 

（交付決定の取消し等） 

第１１条 村長は，規則第１８条第１項の規定により補助金の交付決定

の全部又は一部を取り消したときは，東海村創業者向け事務所等開設

支援補助金交付決定取消通知書（様式第６号）により補助決定者に通

知するものとする。この場合において，既に交付した補助金があると

きは，東海村創業者向け事務所等開設支援補助金返還通知書（様式第

７号）により，別に期限を定めて，当該取消しに係る補助金を返還さ

せなければならない。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，村長が別に定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は，令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行前の東海村創業者向け事務所等賃料等補助金交付要



綱第７条により交付決定がされた補助金の補助対象期間については，

なお従前の例による。 

附 則（令和６年告示第１８号） 

附 則（令和６年告示第１０５号） 

この告示は，公布の日から施行する。 

別表第１（第４条関係） 

区分 補助対象経費 補助金の額 補助対象期間 

賃借事務

所等開設

賃料等補

助事業 

賃料 申請の日の属する月から

当該年度末までに支払っ

た賃料の合計額（国補助

金，県補助金その他の補

助金の交付を受けている

場合は，合計額からその

額を除く。）に２分の１

を乗じて得た額とし，月

額賃料１月分につき５万

円を限度とする。 

創業支援期間内で

あって，初回の申請

の日の属する月か

ら起算して２４月

を限度とする。 

礼金 申請の日の属する年度に

支払った礼金に２分の１

を乗じて得た額とし，１

０万円を限度とする。 

 

自己所有

事務所等

開設奨励

補助事業 

 事務所等の建物，土地及

び償却資産に係る固定資

産税に相当する額 

創業支援期間内で

あって，申請の日の

属する年度の翌々

年度の３月末日ま

でを限度とする。 

事務所等の建物及び土地

に係る都市計画税に相当

する額 

備考 



１ 補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは，これを

切り捨てるものとする。 

２ 補助対象経費の賃料及び礼金は，補助対象者自らが新規に賃借

契約を締結し，契約時から事業を営むために継続して使用する事

務所等に係るものに限る。 

３ 「賃料」とは，賃借契約上の月額賃料をいい，共益費，敷金そ

の他の費用を含まないものとする。 

４ 礼金に係る補助金の交付は，補助対象者１人につき１回を限度

とする。 

５ 事務所等を開設するために要する経費に係る補助金の額は，３

０万円を限度とする。 

６ 「土地」とは，事務所等が立地する土地及び事業に使用する事

業専用部分の土地をいう。 

７ 「償却資産」とは，事務所等に設置する事業に要する償却資産

をいう。 

別表第２（第５条関係） 

（令６告示１８・一部改正） 

賃借事務所等開設賃

料等補助事業・自己所

有事務所等開設奨励

補助事業共通 

１ 誓約書（様式第２号） 

２ 創業事業計画書（様式第３号） 

３ その他村長が必要と認める書類 

４ （更新のみ）直近の決算書（個人事業主であ

り，かつ，決算書を作成していない場合にあっ

ては，前年の収入及び支出の分かる書類） 

賃借事務所等開設賃

料等補助事業 

５ 賃貸借契約書の写し 

自己所有事務所等開

設奨励補助事業 

６ 申請者の住民票の写し（法人の場合は，法人

登記全部事項証明書の写し） 

７ 開業届の写し（法人の場合は，創業を開始し



たことを証する書類） 

８ 対象となる土地及び建物の課税台帳記載事

項証明書 

９ 定款又はこれに準ずるもの（法人の場合の

み） 

１０ 対象となる償却資産の詳細が分かる書類 

１１ 対象となる建物の建築基準法（昭和２５年

法律第２０１号）第７条第５項の検査済証の写

し 

１２ 対象となる土地及び建物の登記事項証明

書 

１３ 事務所等の位置図・配置図・平面図 

備考 ２年目以降の申請は，５から７まで及び９から１３までの書類

の提出を省略することできる。 


